
税理士法人たけばた総合会計 代表社員税理士 竹端　孝男
　６度目の年男となった。まだ生きている。
　自身が若いころは70歳を超えた人を見ると、“老人”
というイメージであったが、いざ自身がなってみると
人からどう見られているのだろう。顔のシミも増え、
体力は年々低下している。これが老いなのであろう。

まだまだ気持ちは若いが。
　好きなゴルフ・登山・スキーのためにスポーツジ
ムに通い、サウナで汗を流し、おいしいビールを飲
む！ これを今年も続けたい。

大樹生命保険株式会社 滋賀支社長 角田　賢哉
　新年あけましておめでとうございます。
　日頃より各種共済制度や生命保険、損害保険の
ご用命をいただき、厚く御礼申し上げます。
　昨年来の新型コロナウイルスの影響により、社
会情勢も大きな変化や不安を余儀なくされている中

だからこそ、「いつの時代も、お客様のためにあれ」
という創業の精神を胸に、役職員一丸となって安心
をお届けしてく所存であります。本年も、皆様のご
愛顧を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げ
ます。

特定非営利活動法人　滋賀県社会就労事業振興センター 理事長 城　　貴志
　令和３年の新春に当たり、謹んでお慶び申し上げ
ます。
　新型コロナウイルスの感染拡大により社会が大き
く変化するなか、雇用を取り巻く環境においても大
きな影響がありました。経済活動の停滞は雇用を不
安定化し、休業や失業等を余儀なくされた方々もお

られます。このような状況においては政策的支援と
ともに何より地域における人と人との繋がり・絆の
大切さを感じます。
　一日も早いコロナの終息を願うとともに、誰もが
地域で安心して働き、暮らせる社会の創造に本年も
尽力いたします。よろしくお願いをいたします。

ものづくり中小企業コンソーシアム 会　長 眞下　　忠
“事業の継続が大前提”
　コロナウイルス感染症の高止まりを受け、人の移
動を停止させる策がとられております。令和３年も
この状況が続くと思われます。現実を認めこの体験
を次に生かす事を考えましょう。今もこれからも技

術力を持たない企業はグローバル経済の中では影
響力を失う事になります。中小企業のイノベーショ
ンとは、その技術革新を商品化、事業化に結びつ
けることが大前提です。オリンピックの年、大成功
を祈ります。
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Question
教えて &Q A組合税務

相談室

税理士 山本 善通 氏
　当組合は、従来より商品券発行事業を行っています。商品券発行に係る法人税
法上の処理が改正されたと聞きましたが、概要を教えて下さい。

商品券発行事業

【概要】
　今般、顧客との契約から生じる収益に関する包括的な会計基準として「収益認識に関する会計基準」
が導入され、これを踏まえ平成30年度税制改正において資産の販売等に係る収益に関する規定の改正が
行われています。これに伴い、法人税法では新たに資産の販売等に係る収益の計上時期及び計上額を明
確化する規定が設けられ、商品券発行に係る基本通達においても改正されました。

〈改正〉「商品引換券等の発行に係る収益の帰属の時期」（新 法人税基本通達2-1-39）
（要旨）�商品引換券等については、原則として商品引換券等との引換えにより商品を引渡した時に益金算

入することとするが、商品引換券等の発行の日から10年が経過した日（同日前に次に掲げる事実
が生じた場合には、当該事実が生じた日。以下「10年経過等」という。）の属する事業年度終了
の時において商品の引渡し等を了していない商品引換券等がある場合には、未計上となっている商
品引換券等に係る対価の額を一括して益金算入

　　　⑴�　法人が発行した商品引換券等をその発行に係る事業年度ごとに区分して管理しないこと又は管
理しなくなったこと

　　　⑵　その商品引換券等の有効期限が到来すること
　　　⑶　法人が継続して収益計上を行うこととしている基準に達したこと

〈改正前〉「商品引換券等の発行に係る収益の帰属の時期」（旧 法人税基本通達2-1-39）
（要旨）�原則として商品引換券等を発行した時に受領した対価の全額を益金算入するが、例外的に税務署

長の確認を受けて、①商品引換券等（発行に係る事業年度ごとに区分して管理するものに限る。）
の発行に係る対価の額をその引渡し等のあった日の属する事業年度の収益に計上し、②足掛け5
年経過した事業年度終了の時において未引換の商品引換券等に係る対価の額を益金算入すること
も可

【留意点】
　この度の改正で、原則と例外が逆になった事に留意して下さい。
　商品券の発行時に原則益金算入であったものが、発行時には負債に計上
し、目的物の引渡し等の日の属する事業年度に益金算入となります。また、
商品引換券の発行の日から10年が経過した場合で、未引換分がある場合は、
一括益金計上するという事になりますので留意して下さい。
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